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〇背景 

 我が国の沿岸地域において、漁港は水産業の生産・流通を支える基盤であると同時

に、地域住民の生活や防災においても重要な役割を担っています。しかしながら、沿

岸域に立地する漁港や漁村は、地震・津波等の自然災害に対して脆弱であり、過去の

大規模災害において甚大な被害を受けてきました。 

 2011 年 3 月に発生した東日本大震災では、強い地震動および巨大津波により、東北

地方太平洋沿岸を中心に、多くの漁港施設が甚大な被害を受け、水産業のみならず地

域社会全体に深刻な影響を及ぼしました。この教訓を踏まえ、水産庁では「平成 23年

東日本大震災を踏まえた漁港施設の地震・津波対策の基本的な考え方（平成 26 年 1

月）」を策定し、耐震・耐津波性能の向上や、被災後の早期機能回復を重視した施設整

備の方向性を示しました。 

 以降、この基本的な考え方に基づき、全国各地の漁港において、主要な防波堤や岸

壁等の耐震・耐津波対策が進められてきましたが、2024 年 1 月に発生した能登半島地

震では、再び多くの漁港施設が被災し、地震・津波災害の脅威が現在進行形の課題で

あることが改めて認識されました。また、切迫する南海トラフ地震、首都直下地震、

日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震などの大規模地震から国民の生命・財産・暮らし

を守り、防災・減災対策を強化していくことを目的に、第１次国土強靱化実施中期計

画が令和 7 年 6月に策定されています。 

 

〇本書の位置づけ 

 こうした状況を踏まえ、本書は、「平成 23 年東日本大震災を踏まえた漁港施設の地

震・津波対策の基本的な考え方（平成 26年 1 月）」に基づき、東日本大震災以降に、

実際に設計が行われた耐震・耐津波対策について、全国の漁港を対象に事例収集し、

その一部を取りまとめたものです。各事例の整理にあたっては、計画・設計時におけ

る考え方や対策内容を中心に、設計条件や採用工法、設計上の留意点等を記載し、今

後の漁港施設の設計や地震・津波対策の検討を行う際の参考となる技術資料として活

用されることを目的としています。 

 なお、本書で紹介している事例は、耐震・耐津波対策として実際に採用された工法

になりますが、対策効果等を客観的に評価したものではなく、適用性は種々の条件に

より変わり得るため、各漁港施設の設計条件、構造形式等を考慮して現地条件に適し

た設計を行う必要がある点に留意願います。 
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〇本書の構成 

・東日本大震災以降に耐震・耐津波対策を実施した漁港を対象に、漁港管理者等から

収集した設計資料等を参考に、耐震・耐津波対策として実際に採用された工法の代

表的な断面等を事例として取りまとめている。各事例は外郭施設と係留施設に分類

し、粘り強い対策の実施有無で整理している。 

・1 事例は 3～5頁程度で構成される。 

・各事例の 1 頁目には、基本情報（対象施設、構造形式等）、設計条件（潮位、対象津

波、対象地震等）、採用工法（基本方針・決定根拠・留意点を含む）、平面図・断面

図を記載している。2頁目には決定断面と安定計算結果等、3～5頁目には工法比較

表や参考資料（FLIP の解析結果等）を掲載している。 

・事例の整理内容の説明を次ページ以降に記載する。各事例集の様式説明を青字で示

している。 

・中央防災会議報告において、津波対策を構築するにあたり、発生頻度は極めて低い

ものの発生すれば甚大な被害をもたらす「最大クラスの津波」と、最大クラスの津

波に比べて発生頻度は高く津波高さは低いものの大きな被害をもたらす「発生頻度

の高い津波」の二つのレベルで津波を想定している。本書では記載の便宜上、「最大

クラスの津波」を「L2津波」、「発生頻度の高い津波」を「L1 津波」または「設計津

波」として表現している。なお、これらの名称は本書における便宜的な区分であ

り、基準等における正式な用語・区分を示すものではない。 
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改良の場合、現況構造 
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設計位置や時期などの基本情報を記載

整理事例一覧表と対応する No.を記載
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断面と安定計算結果を記載 

通常設計以外（例えば、粘り強い）の検討結果がある場合は、あわせて記載 
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3～5枚目は主に断面決定にあたって検討された比較検討表を記載 
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Ⅰ 事例収集結果 

 

〇資料収集方法・結果 

 東日本大震災以降の全国の漁港における耐震・耐津波対策に関する設計事例を収

集・整理することを目的に、都道府県管理の漁港を対象に、耐震性能を強化した岸壁

の設計事例 及び 耐津波性能の強化を検討している防波堤・岸壁（※L2 津波の粘り強

い対策を含む）について、設計資料の提供を依頼して情報を収集した。 

 事例収集結果は表Ⅰ-1 のとおりであり、全体として 166 漁港、620 事例であった。 

 

(1)耐震性能を強化した岸壁の設計事例  

「耐震強化型」に位置づけて耐震設計を行っている岸壁について、安定計算表が含ま

れる工法協議資料または設計概要資料から情報を収集整理。なお、岸壁の利用目的及

び構造形式は問わない。 

※「耐震強化型」の位置づけについては、《参考 1》の基本的考え方を参照。 

 

(2)耐津波性能を強化した防波堤及び岸壁の設計事例  

設計津波を超える津波（L2 津波）に対して、粘り強い構造対策を行っている防波堤

及び岸壁について、安定計算表が含まれる工法協議資料または設計概要資料から情報

を収集整理した。 

 

表Ⅰ-1 事例収集結果 

 

県(道) 漁港数 事例数 外郭 係留
1 20 93 22 71
6 35 127 69 58
2 5 8 0 8
4 17 40 12 28
3 24 58 23 35
5 7 19 5 14
4 17 57 39 18
7 38 209 110 99
1 3 9 0 9
33 166 620 280 340

45% 55%
合計

地方区分(海あり県数）

沖縄
九州(7)

東北(6)
北海道

四国(4)
中国(5)
近畿(5)
中部(6)
関東(4)
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 収集した全 620 事例のうち、外郭施設が 280 事例（45％）、係留施設が 340 事例

（55％）であった。また、耐津波対策の粘り強い構造の施設数は全 133 事例のうち、

外郭施設が 112 事例（84％）、係留施設が 21 事例（16％）であった。 

 

 

 

 

図Ⅰ-1 施設構成比（上：全数，下：粘り強い） 

55%45%

施設構成比
N=620

外郭施設 係留施設

N=280 N=340

16%

84%

粘り強い構造の施設構成比
N=133

外郭施設

係留施設

N=21

N=112
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《参考 1》「耐震強化型」について 

「平成 23年東日本大震災を踏まえた漁港施設の地震・津波対策の基本的な考え方」に

基づき、下表の耐震強化型に位置づけた施設を対象とする。 
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《参考 2》「粘り強い構造対策」について 

「平成 23年東日本大震災を踏まえた漁港施設の地震・津波対策の基本的な考え方」に

基づき、下記に示す考え方で設計された施設を対象とする。 
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 本事例集において掲載している粘り強い構造のための対策事例（9 事例）と、表Ⅱ-

2 に示す対策工法との対応関係を以下に整理する。 

表Ⅰ-2 粘り強い構造のための対策事例の対応表 

No. 対策の方向性 対策工法 該当事例番号 

① 受働抵抗増大 捨石の嵩上げ・拡幅 7、8、10 

② 洗掘防止対策 

根固め・被覆工設置 7、8、10、26、27 

洗掘防止マット 7、10、24 

捨石の嵩上げ・拡幅 25、26 

③ 構造物補強対策 

本体・上部コンクリート拡幅 25、26 

既設防波堤の流用 

（一体的抵抗） 
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④ 舗装強化対策 上部工・エプロン一体化 27 

 

表Ⅰ-3 粘り強い構造の対策事例イメージ図 

粘り強い構造 No.① 粘り強い構造 No.② 

 

粘り強い構造 No.③ 粘り強い構造 No.④ 
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